
目次

原子力災害対策指針

平成24年 10月 31日

原子力規制委員会

（平成25年 2月27日全部改正）

（平成25年 6月 5日全部改正）

（平成25年 9月 5日全部改正）

（平成27年 4月22日全部改正）

（平成27年 8月26日全部改正）

（平成28年 3月 1日部分改正）

参考資料3-1

前文 •..．． ．，．． .，． ．.，． .. .. . . '.. .......'' .. . ... ' . ~ ...... ... . . ..... 1 

第 1 原子力災害・・・・・．．．．．．．．． ．．．．...................................2 

(l)原子力災害及び原子力事業者の資任．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・ •・・・・・ 2

(2)放射性物質又は放射線の放出形態及び被ばくの経路... •••• •• •••••• •••••• 2 

(3)原子力災害の特殊性．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．.......................4 

(4)放射絲被ばくの防護措個の基本的考え方・ ••• • •••••••••.••.•••.••••••.••••••••••. 5 

第2 原子力災害事前対策．．．．．． ．．．． ．．． ．．．． ．．．．．． ．．． ．．． ．．．．．． ．．． ．．． ．．．．．．．． 5

(1)原子力災害事前対策の基本的考え方.......................................... " 
(2)緊急事態における防護措置実施の基本的考え方．．．．．．．．．． ．．．．． ...................... " 
(3)原子力災害対策重点区城・・・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ • • 3 9 
(4)原子力事業者が講ずぺき原子力災害事前対策． ．． ．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．・ ・ ・ ・ ・ 4 2 

(5)緊急時における住民等への情報提供の体制整備． ．．．．．．．． ．．． ．．．．．．．． ．．． ・ ・ ・ ・ • ・ • • • ・ • 4 2 
(6)緊急時モニタリングの体制整備・・・・・ ・ ・ • ・ ・ • ・ ・ • • • • • • • • ・ • • • • ・ • • • • • • • • • • • • • • • • 4 3 

(7)原子力災害時における医療体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ • • ・ • ・ • ・ 4 5 
(8) 平時からの住民等への情報提供 •,．． ．．．．．．．．．． ． ．．．．．．． ．． ．．． ． ． ．．． ． ．． ． ．．．．． ．． 50

(9)オフサイトセンクー等の整備・・ ・・・・・ ・・・・ • • • • • • • • • • • • ・ ・ • • • • • • • ・ • ・ • • • • • ・ ・ ・ 5 1 

(1 0)諸設備の整備・・・・ .、.．．．．．．．．．、．．,． 51 

(1 1)防災関係資料の整備 ・・ • • ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • • 5 2 
(1 2)防災業務関係者等に対する教育及び訓諌．．．．． • • ・ • ・ ・ ・ • ・ • ・ ・ • • ・ • ・ ・ • 5 2 



第3 緊急亨態応急対策．．．． ................................... 53 
(1)緊急事態応急対策の基本的な考え方 • • • ・ • • • • •'· • • • ・ • • • ・ ・ ・ ・ • • • ・ ・ • • • ・ • • • • • ・ ・ • • • 5 3 

(2)異常事態の把握及び緊急事態応急対策・ • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • . • • • • • i • • • • • • 5 4 

(3)緊急時モニタリングの実施．．．．．．．．． ．．．．．． ， ・ ・ ・ ・ ・, ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・, ・ ・ ・, ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ 5 4 
(4) 緊急時における住民等への情報提供• . ． ．． ．．．．．．．．．．．、． ． ．． ．．．． ．.．.． ．． ． ．． ．．．． ． ． 56

(5)防護措置・・・・・・ ・ ・ ・ • ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ • • • • • ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ • • • • • ・ • • • • • ・ ・ • ・ ・ • ・ ・ ・ ・ • 5 6 

(6)核燃料物質等の輸送時の災害対策・ • • • • ・ ・ • • • • ・ ・ • ・ • • • ・ ・ • • • • • • • • • • • • • • • • • ・ • • • • 6 2 

第4 原子力災宙中長期対策．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 6 2 

(l)原子力災害中長期対策の基本的考え方・・，．．． ト・ 4、,．．． ．． ．．．．． ，、.．．．．．．. .．．． 6 2 

(2)発災後の復旧に向けた既境放射線モニタリング・・ • ・ ・ • ・ • • • • • • 6 2 
(3)発災後の復旧に向けた個人掠最推定・・・・・・ ．．．．． ．． ．．．，．． ........,.,,, ・,,,, • • 6 3 

(4)発災後の復旧に向けた健康評価．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．． ．．． ．．．．．．．．． ．．・ ・ • ・ ・ ・ ・ 6 3 

(5)除染措阻 ．．．．． ．．．．．．．．． ．'...............'..... • • • • • • ・ ・ ・ • • 6 3 

(6)緊急時被ばく状況から現存被ばく状況・計画的被ばく状況への移行の考え方・・ ................ • 6 3 

第5 東京電力株式会社福島第一原子力発纏所事故について・・，．． ．． ........... • ・ ・ • 6 4 
(1}緊急事態区分及び緊急時に講ずべき防護措股．．． ．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．． ・ • ・ ・ ・ ・ ・ • ・ • ・ ・ 6 4 
(2)緊急祁態区分を判断する基細・ ...........,........................... • ・ • • 6 5 
(3)原子力災害対策韮点区城・ ・．． ．． ．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．． ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 6 6 
(4)緊急時モニタリング・ ・ ・ ・ • ・ ・ ・ ・ ・ • ・ ・ • • • • • • • ・ • • • • • • • • • • • • • ・ • ・ • ・ • ・ • ・ ・ ・ ・ ・ • 6 7 
(5)原子力災害事前対策．．．． • • • • • • • • • • • • • • • • I • • • • • • • • • • • • • •'• • • 6 7 

第6 今後、原子力規制委員会で検討を行うべき課題．． ．．．．．．． ．．， ．，．．．．．．． • • • • • ・ • • • • •, • ・ 6 7 

第7 結び•,．．．．．．．．．.，．．．．．．．．．．． ．．．．． ，.．，．．．．．．．．．．． ．．． ．．． .．.. .. 68 

匝

＜目的・趣旨＞

本指針は、原子力災害対策特別措股法（平成11年法律第156号．以下「原災法」という。）第6条の2第1項に基づき、原子力事業者

（原災法第2条第3号に規定する者をいう。以下同じ。）、指定行政槻関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体、指定公共機関及び指

定地方公共機関その他の者が原子力災害対策を円滑に実施するために定めるものである。

本指針の目的は、国民の生命及び身体の安全を確保することが最も重要であるという観点から、緊急事態における原子力施設周辺の住民等

に対する放射線の影咽を最小限に抑える防護措置を確実なものとすることにある。

この目的を達成するため、本指針は、原子力事業者、国、地方公共団体等が原子力災害対策に係る計画を策定する際や当該対策を実施する

際等において、科学的、客観的判断を支援するために、以下の基本的な考え方を踏まえ、専門的・技術的事項等について定めるものである。

・住民の視点に立った防災計画を策定すること。

・災害が長期にわたる場合も考慮して、雛続的に情報を提供する体系を構築すること。

• 最新の国際的知見を積極的に取り入れる等、計画の立案に使用する判断基準等が常に最適なものになるよう見直しを行うこと，

＜対象＞

本指針の対象は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和32年法律第16 6号。以下「炉規法」という。）に規定

された原子力施設（原災法の対象となるものに限る。）の原子力災害及び核燃料物質等の輸送時の原子力災害とする。

＜過去の経緯＞

原子力安全委員会は、原子力発電所等の周辺における防災活動をより円滑に実施するための尊門的・技術的事項として「原子力施股等の防

災対策について」（以下「旧指針Jという。）をとりまとめてきた。

平成23年3月に東京霞力株式会社福島第一原子力発霞所寡故が起こり、従来の原子力防災について多くの問題点が明らかとなった。平成

24年3月に原子力安全委員会の原子力施設等防災専門部会防災指針検討ワーキンググループから「『原子力施設等の防災対策について』の

見直しに関する考え方について 中間とりまとめ」（以下「中間とりまとめ」という。）が報告された。また、国会、政府、民間の各事故調査

委貝会による各報告苔の中においても多くの問題点が指摘され、住民等の視点を踏まえた対応の欠如、複合災宙や過酷事象への対策を含む教



育・岡II棟の不足、緊急時の情報提供体制の不備、避難計画や資機材竿の事前準備の不足、各種対策の意思決定の不明確さ等に関する見直しに

ついても多数の提酋がされた。

平成24年9月18日を以て、原子力安全委貝会は廃止され、同年9月19日に原子力規制委貝会及び事務局である原子力規制庁が発足し

た。

本指針は、上記の旧指針及び中叫とりまとめの内容を精査し、さらに、上記の各平故調査委員会からの報告等を考虚した上で定めたもので

ao。

憚1 原子力災害|

（1)原子力災害及び原子力事業者の青任

原子力災害とは、原子力施設の事故等に起因する放肘｛生物質又l北杖射線の異常な放出により生じる被害を意味する。原災法においては、原

子力施設外における放射性物質又は放射線の放出が一定の水準を超えた楊合には、原子力緊急事態（原災法第2条第2皆に規定する「原子力

緊急事態」をいう。以下同じ。）に該当するものとされ、緊急班態応急対策が講じられる．

また、原子力事業者が、災害の原因である事故等の収束に一義的な責任を有すること及び原子力災害対策について大きな資務を有している

ことを認謀する必要がある。

（2)放射性物質又は放射線の放出形熊及び被ばくの経蹄

原子力災害対策を的確に実施するためには、放射｛生物質又は放射線の放出の形態及び住民等の生命又は身体に危険を及ぽすこととなる被ば

くの経路について理解しておく必要がある．

① 放射性物質又は放射繰の放出

(j)原子炉施設で想定される放射1生物質の放出形能

原子炉及びその附展施設（以下「原子炉施設」という。）においては、多重の物理的防護壁が設けられているが、これらの防護壁が機能し

2 

ない堀合は、放射性物質が周辺喋境に放出される。その際、大気へ放出の可能性がある放射1生物質としては、気体状のクリプトンやキセノン

等の放射性希ガス、抑発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊する微粒子（以下「エアロゾル」という。）等の放射｛生物質がある。これらは、気

体状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以下「プルーム」という。）となり、移動距離が長くなる場合は拡散により濃度は低くなる傾向

があるものの、風下方向の広範囲に影響が及ぷ可能性がある．また、特に降雨雪がある場合には、地表に沈箔し長期間留まる可能性が高い。

さらに、土壌や瓦鞘等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があり、それらの飛散や流出には特別な留意が必要である。

実際、平成23年3月に発生した東京電力株式会社福島第一匝子力発電所事故においては、格納容器の一部の封じ込め機能の喪失、溶懃炉

心から発生した水素の爆発による原子炉建屋の損傷等の結果、放射性セシウム等の放射｛生物質が大嚢に大気環境に放出された。また、炉心冷

却に用いた冷却水に多最の放射性物質が含まれて海に流出した．したがって｀事故による放出形態は必ずしも単一的なものではなく、複合的

であることを十分考慮する必要がある。

(ii)核燃料施設で想定される放射性物質又は放射線の放出形態

（イ）火災、爆発等による放射性物質の放出

核燃料施設においては、火災、爆発、 i屑えい等によって当該施設からウランやプルトニウム等がエアロゾルとして放出されることが考え

られる。これらの放射性物質は上記（i)と同様にプルームとなって放出、拡散される．フィルタを通して放出された捐合には、気体状の

物質とほぼ同様に振る罪うと考えられる。ただし｀爆発等によりフィルタを通さずに放出された場合には、粗い粒子状の放射性物質が多く

なる。

（口）臨界事故による放射性物質又は放射線の放出

臨界事故が発生した場合、核分裂反応によって生じた核分裂生成物の放出に加え、反応によって中性子線及びガンマ線が発生する。遮ヘ

い効果が十分な楊所で発生した場合は放射線の影響は無視できるが、効果が十分でない場合は、中性子線及びガンマ線に対する防護が必要

である．なお、防護措皿の実施に当たっては~中性子椋及びガンマ線の放射線最は発生源からの距離のほぼ二釆に反比例して減少する点も

考慮することが必要である。
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